
保健事業実施計画（データヘルス計画）策定
に係るワークシート（例） 

・この資料は、広域連合が保健事業実施計画（データヘルス計画）策定するにあたって、既存資
料等を活用して行う分析･検討等を支援するための参考資料として作成しています。 

 
・データヘルス計画策定にあたっては、「保健事業の実施計画策定の手引き（以下「手引き」とい
う。）」を参考に、広域連合の実情を踏まえ策定してください。 

 
・本資料では、「手引き」の２．（２）①現状の分析・評価から２．（４）の保健事業の企画･検討まで
の各ステップごとに、統計資料等を活用して検討する際の具体的イメージを例示しています。 

・「国保・後期高齢者ヘルスサポート事業」の支援を受ける際の、広域連合の現状整理等の参考
として活用いただくことなどが考えられます。 

・データヘルスの推進のためには市町村保健部局や介護部局等との連携が欠かせないことから、
計画策定の機会を積極的に活用し関係づくりに努めてください。 
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       広域連合の特性の把握 

○○後期高齢者医療広域連合 

被保険者数   
（平成26年3月末現在） 

○名 
男性○％ 
女性○％ 

都道府県人口 
（平成26年3月末現在） 

○名 
高齢化率（○％） 

75歳以上割合（○％）  

高齢者世帯（単独世帯）率 ○％（○％） 

構成市町村数 ○市町村 

実
施
体
制 

保健事業担当者・連携促進の場等 

    常勤 非常勤 

広域連合 
事務職 

保健師等 

会議名 開催回数･頻度等 委員数（うち市町村数） 

連係促進の場 
保健事業推進検討会 年2回 8名（5名） 

保
健
事
業
費 

  平成25年度決算額 平成26年度予算額 

健康診査 

健康教育 

健康相談 

保健指導 

 ・・・ 

その他 

小計 …a 

給付費合計（千円） …b  
a/b×100 （%）  

• 保健事業の内容、事業量を検討する基礎となる被保険者数、世帯状況の推移等を把握する。 
 （男女、年齢階級別の傾向把握なども有効） 
• 地域別の高齢化率（75歳以上割合）、世帯状況等の現状の把握も有効。 
• 保健事業の実施体制（人･もの･金）等について整理する。 
• 取組の実施にあたって基盤となる体制を検討する。 

計画策定日：平成26年○月○日 
最終更新日： 
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被保険者一人当たり額(円) 

STEP 1 
  参 考 例   （手引き２.（２）①） 

（千円） （千円） 

被保険者数・世帯構成（世帯主75歳以上）の推移 

被保険者数 
人口に占める 
75歳以上割合 

単独世帯 高齢者のみ世帯 その他 

H12 

H17     

H22 

H27  

H32     

   データ：国勢調査、推計人口等 

   データ：国勢調査、推計人口、国民生活基礎調査、社人研人口推計等 



保
健
事
業
項
目 

事業名 
後期高齢被保険者に対する保健事業※ 

※ 
うち 

市町村 
独自事業 事業目的及び概要 振り返り 

（課題、効果等） 
H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度 H25年度 

1.健康診査 

○健康診査（長寿健診等） 
２５   ・・・ ・・・ 

○歯科健診 
１０ 

・・・ 
・口腔機能低下のため支援の必

要な人の受け皿が課題 

○その他   

2.健康教育 

○生活習慣病の重症化予防に関する健
康教育 １５ （１５） 

・・・ 
・市町村での実施状況（参加者

数等）は不詳 

○心身機能低下防止に関する健康教育 
３ （３） 

・・・ 
・介護予防と連携したモデルの

横展開が課題 

○その他 
  

3.健康相談 

○高齢者一般に対する健康相談 
１０ （１０） 

・・・ 
・利用が低調な市町村あり 
 （健康増進事業等） 

○その他 
  

4.保健指導 
 （訪問指導含む） 

○受診勧奨等、重症化予防の保健指導 
２ （２） ・・・ 

・健診後の相談等の受け皿とし
て連携（健康増進事業） 

○健康状態を把握できていない者への指
導 ３ （３） ・・・ ・・・ 

○重複頻回受診者への指導 

２０ （５） 
・・・ 

・地域によっては、国保と連携し
て実施。体制が整わない市町
村での実施が課題 

○その他 

5.その他 

○後発医薬品の利用促進 
２０ 

・・・ ・・・ 

○市町村への補助事業（○○○･･･） 
１０ 

・・・ 

       過去の取組の考察 （これまでの保健事業についての振り返り） 

• これまでの保健事業を振り返り､対応できていること、対応できていないことを整理する。 
• 広域連合の事業（直営･市町村委託･民間委託）、市町村の独自事業（把握の範囲で）に分けて把握する。 
• これまでの実施状況を踏まえ、取組が効果的･効率的に実施されてきたかを考察することにより、新たな事業企画の

基礎資料とする。 2 

STEP 1   参 考 例  （手引き２.（２）②） 

※ 数字は市町村数 



      健診･医療情報の分析及び分析結果に基づく健康課題の把握 ①平均寿命・健康寿命・死亡率・死因等の分析 

• 経年データや全国比較等から傾向を把握する。 
  例）平均寿命と健康寿命の差が全国に比べ大きい。全国比べ、脳血管疾患による死

亡率の低下幅が少ない 
• 死因別死亡割合から傾向を把握する。(地域別の把握も有効) 
  例）脳血管疾患による死亡割合が全国（全県）に比べ高い（地域がある）。 

 

項目 平均寿命 健康寿命 差 

○○県（男） 

全国（男） 

○○県（女） 

全国（女） 

項目 第1位 第2位 第3位 第4位 第5位 

○○県全体 

75歳以上 

１. 平均寿命（健康寿命） 
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項目 H15 ・・・ H20 ・・・ H25 

悪性新生物 

心疾患 

脳血管疾患 

肺炎 

・・・ 

STEP 2 

参 考 例 （手引き２.（２）③） 

２. ○○県の死因別割合（上位５疾病） 

３. 死因別年齢調整死亡率の推移 （上段：○○県 下段：全国） 

 
 
 

 
【分析項目】 

・平均寿命 

・健康寿命 
・年齢調整死亡率（総死亡･疾病別） 
・標準化死亡比（SMR） 等 

 
【分析の着眼点】 

・実数で見る 

・割合で見る 
・平均値で見る 
・分解して見る（性･年齢階層別） 

・地域格差を見る 
 地域内市町村の比較 
 地域比較（全国､都道府県､同規模） 

 ランキング 
 マップ 
・年次推移で見る 

・年齢調整して見る 
・組み合わせて見る （推移×実数等） 
 

【傾向把握の観点】 
・大小、高低（数量、割合､平均等） 
・増加・減少傾向（伸び率等） 

・平均からの乖離（平均の倍以上等） 
・基準値との比較 
・要素の寄与度 等 

 
【データの出所】 

・公表データ 

 人口動態 
 患者調査 
 国民生活基礎調査 

 都道府県健康増進計画 
 都道府県高齢者保健福祉計画  
 市町村健康増進計画 

 介護保険事業計画 等 
  

【ＫＤＢシステムの活用】 

 ・P21_001 （P21_003） 
 ・P21_023   
  ※ 健康寿命､死亡率､疾病別死因の確認ができる 

  ※ 全国･都道府県･同規模市町村､県内市町村で 

    確認できる  

分析のヒント 

※ 全国比較で違いがある場合に留意 

   データ：生命表等 

    
データ：人口動態統計等 

    
データ：人口動態統計、都道府県保健統計年報等 



      健診･医療情報の分析及び分析結果に基づく健康課題の把握  ②医療費分析の概要 

平成22年度 平成23年度 平成24年度
114,462 119,013 121,793

伸率 6.2% 4.0% 2.3%
5.9% 4.5% 3.0%

医療費(百万円)
項　目

参考：全国伸率

１. 医療費の推移（総額・１人当たり） 

平均入院日
数が全国第
○位 
※最短： 
 東京都
24.7日 
※最長： 
 高知県
52.2日 

入院費の
占める割
合が大き
い 

２. １人当たり診療費における構成比 

４. 平均在院日数 

Ａ 県 全国平均 差 

47日 32日 15日 

平均在院日数（H23年度） 

総数（全病床） 

Ａ 県 全国 

入院 64.15% 58.98% 5.17 

入院外 32.27% 36.98% ▲ 4.71 

3.58% 4.04% ▲ 0.46 

100.00% 100.00% 

診 
療 
費 

費用額 

医 
科 

構成比（H24年度） 構成比 
の差 

(ﾎﾟｲﾝﾄ) 

歯科 

合計 

STEP 2 

参 考 例 （手引き２.（２）③） 

• 医療費のコスト分析（コスト面の特徴把握）を行う。 
• はじめは医療費統計から､全般的な傾向を捉える（概要分析）。 
 → 総額､1人当たり医療費､医科･歯科･調剤､入外構成比､医療費3要素、 
  在院日数等について､全国比較や年次推移から特徴を把握する。 
• 分析の結果､課題と考えられるものについては要因となる疾病等の 
 分析を行う。（次頁）  

【データからわかること（例）】 
• 医療費の伸びが全国より低下傾向にある 
• 1人当たり医療費が全国値よりも高い 
• 入院費の占める割合が全国に比べ大きい 
• 1件当たり日数が全国に比べ多い 
• 平均入院日数が全国に比べ約1.5倍 

   データ：後期高齢者医療事業状況報告 

   データ：後期高齢者医療事業状況報告（平成24年度） 

３. １件当たり日数 

   データ：後期高齢者医療事業状況報告（平成24年度） 

１件当たり日数（H24年度） 

Ａ県 全国 差 

医
科 

 入院 19.19日 18.26日 0.93日 

 入院外 2.36日 2.01日 0.35日 

 歯科 2.33日 2.20日 0.13日 

１件当た
り日数が
がいずれ
も大きい 

   データ：病院報告（平成23年度） 
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例示 

例示 

例示 

例示 

例示 



       健康･医療情報の分析及び分析結果に基づく健康課題の把握  ③レセプト（コスト・リスク）分析の概要 

• 疾病分類別の医療費や件数の分析結果から､受療状況を把握する。（入院、入院外） 
• 1人当たり医療費、1件当たり日数、受診率（入院、入院外）の全国との比較から課題となる疾病群を把握する。 
• 経年推移を見ることにより、増減の傾向を確認するなど対象を明確化する。 
• 公表されている疾病分類の都道府県別データは、大分類までであるため、疾病別、市町村別等詳細分析を行う
際は、都道府県単位の疾病統計やＫＤＢシステム等を活用することが有効である。 
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   データ：医療給付実態調査 

STEP 2 

  参 考 例  （手引き２.（２）③）  

項目 H20 ・・・ H25 

感染症及び
… 

XX,XX0 ・・・ 
XX.X% 

新生物 
・ 
・ 

循環器系
… 

・ 

…
 

５. 疾病分類別医療費（入院）     （百万円） 

※ 下段は全体に占める割合 

項目 H20 ・・・ H25 

感染症及び
… 

XX,XX0 ・・・ 
XX.X% 

新生物 
・ 
・ 

循環器系
… 

・ 

…
 

６. 疾病分類別件数（入院）        （件） 

※ 下段は全体に占める割合 

項目 H20 ・・・ H25 

感染症及び
… 

XX,XX0 ・・・ 
XX,XX0 

新生物 
・ 
・ 

循環器系
… 

・ 

…
 

７. 疾病分類別１人当たり医療費（入院）（円） 

※ 上段：○○県、下段：全国 

項目 H20 ・・・ H25 

感染症及び
… 

XX.0 ・・・ 
XX.0 

新生物 
・ 
・ 

循環器系
… 

・ 
…

 

８. 疾病分類別１件当たり日数（入院）  （日） 

※ 上段：○○県、下段：全国 

【データからわかること（例）】 
•医療費、件数に占める循環器系疾患の割合が微
増傾向（他の割合の高い疾病分類は減少傾向）。 

•医療費、件数とも全国に比べ､筋･骨格系疾患が
多い。 

   データ：医療給付実態調査 

   データ：医療給付実態調査を基に算出    データ：医療給付実態調査を基に算出 



       健康･医療情報の分析及び分析結果に基づく健康課題の把握  ③レセプト（コスト・リスク）分析の概要 

・分析結果から導いた疾患(健康課題)等について､性･年齢別､地域別に分解したり､高額 
 医療費の観点の分析を追加する等､掘り下げた分析を行う。 
・深堀りすることで、対象層を明確化し対策につなげやすくなる。 
・重複頻回訪問指導やジェネリック使用促進の取組を行ってきた広域連合では、事業の 
 効果等について検証することも有効である。 
 

 ９．入院医療費と病床数の関係（H25） 
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STEP 2 

  参 考 例  （手引き２.（２）③） 

ジェネリック分析
例の追加 

高額医療費疾病
分析例の追加 

年齢階層別疾病
分類例の追加 

重複頻回指導 
分析例の追加 

 
 
 

 
 

【分析項目】 

・医療費（総額､１人当たり） 
・入院･外来構成比 
・医科･歯科･調剤 

・医療費３要素（１件当たり日数、１日当 
 たり点数､１人当たり件数） 
・受診率（被保1,000人当たり件数） 

・在院日数 
・疾病分類（大･中･細小） 
・生活習慣病分析  等 

 
【データの出所】 

・公表データ 

 医療給付実態調査 
 医療事業年報 
 患者調査  

 都道府県医療費適正化計画 
 都道府県医療計画 等 
 

・システムデータ 
 広域連合標準システム 
 レセプト電算処理システム（国保連） 

   
【ＫＤＢシステムの活用】 

・P21_001､P21_003､P21_005､ P21_009 

・P21_010～P21_023 
・P23_001～P23_007 
・P25_003 

・P26_006 
・P26_007～P26_009  
 ※ 病院･診療所等医療提供体制が確認できる 

 ※ 入院･外来別受診率、医療費３要素が確認できる 
 ※ 高額医療費疾患､6ヶ月以上入院の疾患･医療費､ 
   人工透析患者が一覧で確認できる 
 ※ 生活習慣病医療費（糖尿病･高血圧･脂質異常症 
   等）の重なりが確認できる 
 ※ 疾病分類（大･中･細小82疾病まで）が確認できる 
 ※ 最大医療資源傷病名の上位10位までが確認できる 
 ※ 全国･同規模市町村比較、県内市町村比較等が 
   確認できる 
 ※ 性･年齢階級別､経年別に確認できる 
 ※ 要介護度別に有病状況が確認ができる 
 

分析のヒント 

平成26年度データ 被保険者

54,246名
平成26年度現在

(92.43%) (27.96%)

35,931 957
(66.24%) (1.76%)

医療・介護なし
3,147
(5.80%)

14,211
(26.20%)

医療全体：50,142 介護全体：15,168

医療 介護

   データ：A県KDBシステムより 

   データ：O県KDBシステムより 

 １０．医療･介護給付の重なり（H25） 

例示 

例示 

※ 分析例の情報提供をお願いします。 



       健康･医療情報の分析及び分析結果に基づく健康課題の把握  ④介護（コスト･リスク）分析の概要 

   

  

＜介護保険関係の状況＞ 
   １．第1号被保険者数と認定率の推移    ２．介護が必要となった主な原因 
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・後期高齢者と要介護状態の関連について状況を把握する。 
・被保険者数等の推移､性・年齢別、要介護度別の状況を全国 
 と比較するなどして分析。 
・可能な場合は､市町村別一覧(認定率､保険料基準額等) 
 から､医療の実態と比較することにより､両方が高い所の 
 有無､その要因や共通する課題等の検討を行う｡（KDB帳票No.4） 

【データからわかること（例）】 
・ 後期高齢者における要介護認定率は約3割。 
 前期高齢者の6.7倍となっている。 
・ 要介護状態の原因疾患は､脳血管疾患､関節  
 疾患､骨折･転倒が上位。男女差があり､女性 

 は高齢による衰弱が多い。（年齢別要確認） 

   データ：介護保険事業状況報告 

STEP 2 

参 考 例 （手引き２.（２）③）  
 
 

 
【分析項目】 

・被保険者数（第1号、第2号） 

・要介護認定状況（要介護度､認定率） 
・介護給付状況（総額、1人当たり等） 
・ｻｰﾋﾞｽ種別状況（在宅・施設） 

・事業所別状況 等 
 

【分析の着眼点】 

・実数で見る 
・割合で見る 
・平均値で見る 

・分解して見る（性･年齢階層別） 
・地域格差を見る 
 地域内市町村の比較 

 地域比較（全国､都道府県､同規模） 
 ランキング 
 マップ 

・年次推移で見る 
・年齢調整してみる 
・組み合わせて見る （推移×実数等） 

 
【データの出所】 

・公表データ 

 介護保険事業状況報告 
 国民生活基礎調査 
 都道府県高齢者保健福祉計画  

 市町村高齢者保健福祉計画 等 
 
・システムデータ 

 介護保険請求支払システム（国保連） 
   

【ＫＤＢシステムの活用】 

・P21_001､P21_003､P21_006  
・P21_010 
・P24_001～P24_003 

・P25_004～P25_007 
・P26_006  
 ※ 介護給付費（要介護度別､１件当たり､ｻｰﾋﾞｽ別）､ 

   有病状況（年齢別･要介護度別）､要介護認定の 
   有無別医療費、悪化改善状況（要介護度  ・  認定率） 
   等が確認できる。 
 ※ 全国･同規模市町村比較、県内市町村比較等が 
   確認できる。 
 ※ 経年比較ができる（5年分） 

分析のヒント 

   ３．前期･後期別の要介護状況 

   データ：介護保険事業状況報告 

例示 例示 

例示 

   データ：介護保険事業状況報告 

例示 

   データ：国民生活基礎調査 



0.0  10.0  20.0  30.0  40.0  50.0  

国保（全国計） 

40 ～ 44 

45 ～ 49 

50 ～ 54 

55 ～ 59 

60 ～ 64 

65 ～ 69 

70 ～ 74 

75 ～ 79 

80 ～ 84 

85 ～ 89 

90 ～ 94 

95 ～ 99 

100 ～ 

A 広域（合計） 

受診率計 

受診率女性 

受診率男性 

       健康･医療情報の分析及び分析結果に基づく健康課題の把握  ⑤健診（リスク）分析の概要 

 

 

１．健診受診状況 

31.4% 

32.7% 

受診の推移 年齢階層別受診率 

 健康診査実施率の推移 

対象者数 受診者数 受診率 受診率（全国） 

平成20
年度 

○％ ○％ 

21年度     ○％  ○％  

22年度 ○％ ○％ 

23年度  ○％ ○％ 

24年度 ○％ ○％ 

25年度     ○％  ○％  
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・受診率向上計画と連携して､分析結果､課題等について 
 把握する。 
・可能なところは、受診率推移､年齢階級別受診率､市町村 
 順位､全国伸び率との比較､国保との連結等を検討する。 
・可能な場合、健診･医療･介護の給付の重なりの実態把握。 
 →いずれも受けていない健康状態不明者の実態把握に 
  つなげる。（KDBでは､帳票No.57で確認できる） 
・健診の全国･都道府県別状況等は、実施状況調査を参照。 

※ 対象除外者の条件が異なることに留意 

【データからわかること（例）】 
・受診率は毎年増加傾向にあるが、市町村間 
 の格差が大きい。（マップの追加）  
・ 受診率は80～84歳をﾋﾟｰｸに漸減状況。  
・75～79歳の年齢層の受診率が低い。 
 → 国保から移行した影響の確認等を行い、 
  70歳代の受診率を伸ばすことが必要。 

STEP 2 

参 考 例 （手引き２.（２）③） 
 
 
 

 
【分析項目】 

・健診対象者数 

・健診受診者数 
・健診受診率 
・健診結果（有所見状況）  

・  〃  （血圧･血糖等項目別状況）  
・質問票結果（食事･運動･飲酒等） 等  
 

【分析の着眼点】 
・実数で見る 
・割合で見る 

・平均値で見る 
・分解して見る（性･年齢階層別） 
・地域格差を見る 

 地域内市町村の比較 
 ランキング 
 マップ 

・年次推移で見る 
・推計して見る 
・年齢調整して見る 

・国保と連携して見る 
 

【データの出所】 

・公表データ 
 特定健診･特定保健指導実績値 
 国民生活基礎調査（生活習慣等） 

 実施状況調査･保険者機能ﾁｪｯｸﾘｽﾄ 
 （高医課調べ） 

 都道府県健康増進計画 

 市町村特定健診等実施計画 等 
 
・システムデータ 

 広域連合（市町村）の健診ｼｽﾃﾑ 
 特定健診等ﾃﾞｰﾀ管理ｼｽﾃﾑ（国保連） 
 

【ＫＤＢシステムの活用】 
・P21_001､P21_003､P21_005､P21_007､ 
 P21_008 

・P21_024～P21_027 
・P25_001､P26_001 
 ※ 性･年齢別受診状況が確認できる 

 ※ 健診結果･生活習慣等が確認できる 
 ※ 健診受診後の医療受診が確認できる 

分析のヒント 

例示 例示 

データ  後期：特定健診等データ管理システム  国保：特定健康診査･特定保健指導実施状況 



       健康･医療情報の分析及び分析結果に基づく健康課題の把握  ⑥健診（リスク）分析の概要 

57.4%

30.5%

9.8%

32.3%

20.6%

6.2%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

高血圧 脂質異常症 糖尿病

後期

国保

 ３．服薬状況 （質問票より） 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

国保

後期全体

100～

95～99

90～94

85～89

80～84

75～79

異常なし

保健指導判定値以上で、

受診勧奨判定値以下

受診勧奨判定値以上

２．有所見状況 

※ 基準値は特定健診を準用 
 
（参考情報：国保） 
※ 国保は40～74歳が対象 
  受診勧奨値の詳細不詳 

27.5% 

3.4% 37.0% 
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・健診結果データの分析が可能な場合、有所見状況、 
 生活習慣、服薬状況等で特徴的な傾向を記載する。 
 （特定健診等データ管理システムからCSVデータを 
  抽出することにより分析が可能。KDBシステムでは 
  10月以降順次リリース予定。） 
・レセプトと突合することにより､疾病単位で医療受診や 
 コントロール状態の確認ができる。 
 （KDBシステムでは､帳票No.56等で確認できる） 
・詳細分析として、検査項目ごとの分析も検討されたい。 

【データからわかること（例）】 
・有所見状況については、年齢とともに若干増加して 
 約６割が受診勧奨判定値以上の要フォロー状態。 
 （留意事項：特定健診の基準値を準用） 
・残り４割については、異常なしと保健指導判定値 
 以上となる。（学会ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝの高齢者の管理目標に 
 照らすとコントロール良好な状態） 
・服薬状況は、いずれも国保の1.5倍以上で､特に高血 
 圧については増加傾向が高い。 
・生活習慣では、○○が○○に比べて高い。 

STEP 2 

参 考 例 （手引き２.（２）③） 

 ４．生活習慣 （質問票より） 

例示 例示 例示 

データ  後期：特定健診等データ管理システム  国保：特定健康診査･特定保健指導実施状況 



        目標 （取り組むべき健康課題の明確化と目標設定）  

    現 状 課 題 

医療費データ 

• １人当たり医療費が全国でワースト○位。 
• １人当たり医療費の伸び率が全国より低下傾向にある。 
• 入院費の占める割合が全国に比べ大きい。 
• 平均入院日数が全国ワースト○位。 
• 全国と比較して「筋･骨格系疾患」「精神」「脳梗塞」の比率が高い。 

・医療費、入院日数に対する「脳梗塞」の影響が 
 大きいことから、重症化を予防する必要がある。 
 （重症化予防対策の強化） 
 
・入院比率の高い疾患の詳細分析が必要。 
（例）「脳梗塞」が多い年代､性別､地域や若年世代から 
  の増加の有無等を確認､国保とデータ連携すること 
  により、優先的なターゲットを把握。 
 
・75歳以上の要介護状態の詳細分析が必要。 
（例）要介護の原因疾患や治療状況の全国との比較、 
  地域毎に要介護度別の有病状況の把握。 
 
・健診から医療の必要な者を適正受診につなぐことが課題。 
（例）血圧リスク者の受療状況をレセプトで確認し、 
  受診勧奨や日常生活の指導につなぐ取組の検討 

 
・市町村にこれらの情報提供を進め､若い世代から 
 の取組につなげることが課題。 
（例）脳卒中や筋骨格系疾患対策の優先地域の 
 選定、市町村とモデル事業企画、県内全域への 
 横展開等、段階的な事業拡充を計画する。 
 
・健診受診率の低い地域は、国保から後期への 
 移行状況を確認するなど､市町村と連携して実 
 施方法の改善を検討する。 
 
・訪問指導等を行う保健師及び看護師等の人材   
 確保が難しい。 
・データをもとに高齢者特有の疾患の情報提供をする等 
 保健事業の必要性の理解を促すとともに実施体制 
 を検討する必要について市町村の理解を図る 

介護データ 
・要介護認定率は後期全体で3割。 
・前期高齢者に比べ後期高齢者の認定率は、6.7倍となっている。 

健診データ 
・受診率は毎年増加傾向にあるが、市町村間の格差が大きい。 
・受診率は80～84歳がピークで、75～79歳が低い状況。 
・全国と比較して高血圧の有所見割合が高く、服薬（高血圧）の割合も高い。 

その他 
定量的データ 

・平均寿命と健康寿命の差が年々拡大傾向。 
・○○による死亡が、85歳以上で多い状況。 

質的情報 

・（市町村保健師へのアンケート調査から）後期になってからの取組では限界があり、 
 逆に後期データを市町村の健康教育に反映できるといい。 
・運動機能や認知機能の低下により自分で健康管理ができなかったり、独居や高齢世 
 帯の増加で家族の支援も期待できない状況にある者を、機能が低下する前の段階 
 で発見し、介護保険や包括支援センターと連携した取組につなげる必要がある。 

既存事業の分析 

・健診は全市町村で実施できているが、保健指導等の取組が遅れている（○％実施） 
・重複・頻回訪問指導事業は、市町村委託と併せて在宅保健師等に依頼し実施して 
 いるが、全市町村で実施出来ていない。（○％実施） 
・医療費分析結果等に基づく重症化予防モデル事業を、地域包括支援センターなど 
 介護部門とも連携し、県内○ヶ所で実施している。 
・市町村が単独で実施する保健事業に対して補助しているが、現状では被保険者の 
 施設利用券の配布等が大半を占め、高齢者の健康教育等の申請が少ない。 

• P.3～9の分析結果をまとめ、データ間の関連性や質的情報、既存事業の分析等を加味して、総合的に検討する。 
• 見えてきた健康課題に対して、既存事業でできていること不十分なことを照らし合わせ、解決に向けた事業を企画する。 
• 事業を企画する際には、被保険者の特性や健康課題に関連した資源を把握したうえで優先順位を立てて検討する。 

STEP 3 
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  参 考 例  （手引き２.（２）③） 



目的 

できる限り長く自立した日常生活を送ることが

できるよう、被保険者の主体的な健康保持増進

を図る。 

＜事業目的＞ 

生活習慣病の発症･重症化予防及び心身機能の

低下防止 

 

課題 

＜データ分析＞ 

・入院割合が全国比で高く､平均在院日数が全国 

 第2位。重症化予防を重点化する必要がある 

・筋骨格系疾患や脳梗塞等の予防可能な疾患の 

 割合が高く､高血圧のため服薬中の割合が高い｡ 

・・・・ 

＜その他＞ 

・疾病統計等の情報提供不足。 

・市町村における予防教室等への参加状況等は 

 把握できていない。 

・・・・ 

  

※数年後に実現している
べき「改善された状態」 

※目的を達成する
ための条件 

目標（指標例） 

＜短期的目標＞ 

・健康や筋力維持に配慮した食事や運動等に取組む人の 

 把握 

・高齢者の保健事業に取り組む市町村数の増加 

・地域の集いの場への紹介など､介護予防と連携した 

 市町村数の増加 

・・・・ 

＜中長期的目標＞ 

・入院する高齢者が減る（入院率） 

・日常生活を自立して過ごせる高齢者の増加 

 （要介護度、国民生活基礎調査等） 

・脳卒中の罹患者の減少（罹患率もしくは受診率） 

 

 

       目標 （取り組むべき健康課題の明確化と目標設定） 

• 広域連合の保健事業の目的を達成するために、健康課題の解決に向けて取組む際にめざす目標を設定する。 
• 短期的な目標（事業単位）と中長期的な目標（3～5年程度）に分けて検討するなど、段階的に目標を設定する。 
• 国保･後期高齢者ヘルスサポート事業ガイドラインP.37～40（広域連合の評価指標の設定）参照 11 

 
健康寿命の延伸 

 

  

STEP 3   参 考 例  （手引き２.（３）） 



• 設定した目標を達成するために体系的に整理し、事業の全体像を把握する。 

• 広域連合が直接実施するもの、市町村・業者委託、衛生部門、介護部門との連携で実施するものなど、広域連合の実施体制
や実情に合わせて、効果的･効率的に実施できるよう検討する。 
 
 

12 

       保健事業の検討 （全体像の把握） 

被
保
険
者
の
自
立
し
た
日
常
生
活
の
た
め
の
健
康
の
保
持
・増
進 

健康啓発・予防等 健康啓発の展開 

健康診査の実施 

健康教育の開催 

定期健康相談の実施 

適正な受診・服薬の啓発指導 

後発医薬品の利用促進 

生活習慣病等の重症化
予防 

疾病予防健康教室の開催 

健康相談の実施 

保健指導・訪問指導の実施 

心身機能の低下防止 心身機能低下予防教室の開催 

健康相談の実施 

保健指導・訪問指導の実施 

保健事業推進体制の整備 長寿・健康増進事業による財政支援 

広域・市町村連携会議の開催 

介護予防事業との連携 

STEP 4    参 考 例   （手引き２.（４）） 

既存事業 新規事業 

広域連合だより、市町村広報 全県キャンペーン 

長寿健診、歯科健診 健診受診勧奨 

貯筋運動の啓発講演会（介護予防と共同） 

高齢者一般に対する健康相談（健康増進事業） 

重複頻回受診者への指導 

後発医薬品の利用促進 

生活習慣病重症化予防健康教室 ※ 脳卒中等予防教室（国保事業と共同） 

高齢者一般に対する健康相談（健康増進事業） 

【再掲】 
血圧重点相談 

受診勧奨等、重症化予防の保健指導 
健康状態を把握できていないものへの保健指導 

重症化予防指導（高血圧） 

心身機能低下防止健康教室 ※ 栄養・運動教室（介護予防へ連携） 

高齢者一般に対する健康相談（健康増進事業） 

【再掲】 
筋力維持重点相談 

健康状態を把握できていないものへの保健指導【再掲】 

市町村への補助事業 

    ※ 訂正線は廃止事業、それ以外は継続事業  
広域・市町村連携会議 

広域・市町連携会議【再掲】 



       保健事業の検討 （主に課題に対応した重点事業） 

① 
事業目的 

② 
事業目標（指標） 

③ 

概要 

④ 方法･展開 ⑤ 
評価方法 H27 H28 H29 

啓
発
・
予
防
等 

広報事業 
（広域だより・市町村広報） 

・地域の健康課題をテーマに
健康知識・方法等の普及 

・提供した情報を活用す
る市町村数の増加 

・一般的な健康情報に加え貯筋
運動（筋力低下予防）を啓発 

5市町村 10市町村 ・市町村調査等により評価 

全県キャンペーン 
（ポピュレーションアプローチ） 

・脳卒中予防をテーマに健康
知識・方法等の普及 

・健康に配慮した食事や
運動に取組む人の把握 

・県と協力し全県的に多様な媒
体を活用して健康情報を提供 

5市町村 10市町村 15市町村 ・KDBで有病状況や入院等の状況
を把握 

・・・ 

健診受診勧奨 
・受診率向上により、医療受
診が必要な者等を早期発見 

・受診率○％向上 

・全市町村で○％以上 

・がん健診等との同時実施 

･受診券の発行 ・・・ 

20％ 30％ 40％ ・毎年の受診率により評価 

・・・ 

重複頻回受診者等訪問 
指導 

・適正受診指導 

・服薬の適正化による健康管理 

・取組む市町村数の増加 

・受診行動の変化 

・市町村実施支援（人材確保等） 

・県薬剤師会（委託）による訪問指導 

15市町村 18市町村 20市町村 ・実施市町村数、訪問者数等を評価 

・訪問対象者数の経年変化 

・・・ 

重
症
化
予
防
等 

脳卒中等予防教室 
（国保事業と共同実施） 

･上手な血圧コントロールのため
日常の健康管理に関する教室 

・実施市町村・参加者数の増加 

（生活習慣を改善したものの増加） 
・国保事業への75歳以上の参加 

・健診結果説明会の活用 

5市町村 10市町村 15市町村 ・市町村調査により評価 

（参加者の生活習慣の変化） 

・・・ 

重症化予防指導 
（高血圧） 

・高血圧の重症化（脳卒中 

 発症等）予防、受診勧奨 
・血圧を良好な状態にコン
トロール出来る者の増加 

・健診データ等活用による個別指導 

・業者委託の検討 

データ 

環境整備 

1市 3市 ・対象者の健康状態の変化等
について評価 （業者委託） 

機
能
低
下
防
止 

栄養・運動教室 
（介護予防と連携） 

・介護予防教室への参加促進に
よる筋力維持・転倒予防 

・実施市町村・参加者数の増加 

（生活習慣を改善したものの増加） 
・介護予防事業として実施される
教室への参加勧奨 

5市町村 10市町村 15市町村 ・市町村調査により評価 

（参加者の生活習慣の変化） 

・・・ 

健康状態を把握できてい
ない者への保健指導 

・健康状態不明者への訪問に
よる状況把握・健康指導 

・取組む市町村数の増加 ・KDBを活用した医療・介護・健
診未受診者への訪問 

2市町村 5市町村 10市町村 ・市町村調査により評価 

体
制
整
備 

・・・ 

広域・市町村連携会
議の開催 

・市町村国保・介護・衛生部
門との連携強化 

・連携事業を実施する市
町村数の増加 

・市町村の各事務担当、保健師
による実施体制構築の検討 

・情報提供による連携の検討 

準備（全市
町村訪問） 

年2回 年2回 ・市町村調査により評価 
 

• 設定した目標を達成するための取組について、個別事業単位で3年間の展開について検討する。 

• 市町村に対し、広域連合が保有する健康・医療情報を分析し課題や対応が進んでいる点などを情報提供することにより、保健
事業の取組を促すことも有効である。 13 

STEP 4   参 考 例   （手引き２.（４）） 


